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米国による対日占領政策の基調は、占領中に大きく転換した。初期のそれが日本を｢貧しくとも民主主義の

花園｣にすることだったとしたならば、後期は、冷戦を戦うための米国のパートナーとして日本を養成すると

いう方針に大きく舵を切ったといえるだろう。 

その最大の要因は、日本自身にあったというよりも国際情勢の変化に求められる。それが、冷戦の進展であ

る。ヨーロッパで始まった東西両陣営による冷戦が日本を含む東アジアに波及し、米国の東アジア政策におけ

る日本の位置づけが大きく変容しようとしていることを象徴する一つの演説が、１９４８年１月に行われた。

それが、ロイヤル（Kenneth C. Royal）陸軍長官による演説である。 

この演説は、米国政府の高官がそうした認識を公に表明した初めてのものとしてよく知られているが、その

転換の有り様を端的に述べていると思われるのでここに紹介しよう。 

 

「降伏直後のわが政策の目的は、第一に『日本が再び世界の平和と安全に対する脅威とならないように保

証する』ことであり、第二に『国際的責任を遂行し、他国の権利を尊重し、連合国の目的を支持する民主的

かつ平和な政府を可及的に速やかに確立する』ことであった。（中略） 

日本の真の幸福、または国家としての強さは断然二次的な考慮であった。すなわち日本からわれわれ自身

を護ることの次であり、戦勝連合国に与えた損害に対する賠償支払から見て二次的の問題であった」。 

 

このような、非軍事化や民主化などの占領の目的が成功裏に達成されたと総括した上で、ロイヤルは、日本

に自由で安定した政府が存続するためには経済復興が重要であることを説いた。そして最後に、日本が他国に

対して侵略的行動を行わせないとしながらも、 

  

「われわれは、自立すると同時に、今後極東に生ずべき他の全体主義的戦争の脅威に対する制止役として

役立つほど充分に強くかつ充分に安定した自足的民主政治を日本に建設するという、同様に確固たる目的を

固守するものである」 

 

と述べたのであった1。 

さらに、この年の秋になると、国家安全保障会議において対日政策の包括的な見直しがなされた。それが NSC 

（National Security Council）13/2 といわれる文書である。この新たな対日政策文書の作成を主導したのが、

                                                   
1 「ロイヤル陸軍長官演説」（１９４８年１月６日）大嶽秀夫編・解説『戦後日本防衛問題資料集 第一巻 非

軍事化から再軍備へ』（三一書房、１９９１年）１９３－１９７頁。 
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前号で述べたケナン（George F. Kennan）であった。対日占領政策を、アメリカの全世界的な規模での対外政

策の一環として捉えていた彼からすると、１９４７年に同省極東局で作成された対日講和条約草案は冷戦状

況の進行に鈍感で、第２次世界大戦の戦時外交の延長線上にあり､大国協調の亡霊につきまとわれた、非現実

的なものに映った2。ケナンは１９４８年３月に来日すると、対日占領政策の実情を分析するとともにマッカー

サー（Douglas MacArthur）連合国軍最高司令官をはじめ関係者との意見交換を重ね、帰国後、報告書をまと

めた。これが後に NSC13/2 の元となるのであった3。ここに盛り込まれた主な点は以下の通りである。  

第一に、日本に対する早期講和論を採用しなかったことである。対日講和条約の締結について関係諸国間の

意見の相違が拡大し、｢またソ連の侵略的な共産主義拡大政策によって生じた容易ならぬ国際情勢にかんがみ

て、政府は現時点において講和条約を急ぐべきではない｣とした。こうして、１９４７年初頭、マッカーサー

によって提唱された早期講和論は、ここに後退することになった。 

第二に、講和条約の内容は簡潔、一般的であるべきで、懲罰的であってはならないとし、日本の経済復興を

重視する姿勢を強調したことである。彼にとって、対日講和を進める上での最も重要な前提は､日本の経済復

興をはかり､共産主義勢力への抵抗力を持つ経済、社会的体質へと改善を図る点にあった4。経済復興の重要性

については先のロイヤル演説でも述べられていたことだが、NSCの対日政策文書において強調された意味は大

きい。日本の経済復興を、アメリカの安全保障上の利益に次ぐ、｢次期におけるアメリカの対日政策の主要目

的となす」ことが盛り込まれたのであった。 

では、講和後の安全保障問題についてはどのような方針が示されたのだろうか。この問題については、実際

に日本との講和交渉が始まるまではペンディングとする方針が示された。ただ同時に、この時点で横須賀と沖

縄の戦略的重要性が強調されていることは重要だろう。横須賀については、｢現在享受する便益を講和後は代

償を払ってもできる限り多く保持｣すべきとされ、沖縄については、｢アメリカが沖縄を長期的に支配し続ける

との想定のもとに、沖縄の海軍基地としての可能性の追求を続けるべき｣とされたのであった5。 

 

 

１９４６年１１月、対日賠償に関するポーレー（Edwin W. Pauley）総括報告が公表された直後から、米国

政府内部からポーレー案への批判の声が上がっていた。たとえば GHQ（General Headquarters）は、翌１２月

には陸軍省に対して同案を改定すべきとの以下のような意見を送っている。ポーレー案は日本の産業水準を

過大に算定しており、日本の現状はぎりぎり最小限の需要を満たすこともできていない。むしろ、日本が生産

を最小限の水準まで上昇させることを許可し、かつ援助することが現時点でのもっとも基本的な課題である。

ただでさえ少ない日本の潜在的復興能力を破壊し、遅延させるような措置は、かえってアメリカの財政負担を

                                                   
2 細谷千博『サンフランシスコ講和への道』（中央公論社、１９８４年）３８頁。ケナンの封じ込め政策の全

体像については、菅英輝『米ソ冷戦とアメリカのアジア政策』（ミネルヴァ書房、１９９２年）第３章等に詳

しい。 

3 対日占領政策の転換に果たしたケナンのイニシアティブについては、五十嵐武士『対日講和と冷戦－戦後

日米関係の形成』（東京大学出版会、１９８６年）第２章等を参照。 

4 細谷『サンフランシスコ講和への道』４０頁。 

5 「NSC13/2」（１９４８年１０月７日）大嶽編・解説『戦後日本防衛問題資料集 第一巻』２２０－２２３

頁。 

２．対日賠償方針の転換  
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無限に増大させる、というものであった6。 

GHQがこうした懸念を有していたのと同様に、米国本国でも陸軍省が賠償政策の転換を模索し始めた。それ

が、賠償計画全体を再評価するため、F・H・マクグロー社社長ストライク（Clifford S. Strike）を団長とし

て１９４７年１月に編成された、いわゆるストライク調査団である。同調査団は２月に陸軍省及びマッカー

サーに報告書を提出した。これが第一次ストライク報告と呼ばれるものであり、現在の賠償計画に基づく工業

施設等の撤去を中止する一方、純軍需施設をのぞき、工業部門における許容水準を引き上げる新たな賠償計画

を作成することなどを勧告した。そして、日本の産業の非軍事化は既に達成されており、賠償の緩和によって

日本経済の自立が達成されない限りアメリカの対日援助は継続されるため、結果として「賠償をアメリカの納

税者が負担する」ことになると強調したのであった。つまり、米国の納税者の負担増を回避するという観点か

ら対日賠償の緩和を主張したのである7。 

この報告をめぐっては、ポーレー案を支持するグループと陸軍省を中心とするグループとの間で対立が生じ

たが、陸軍省は改めてストライクを団長とする調査団を編成し、日本経済の自立化の構想を含む賠償計画の再

検討を依頼した8。この第２次ストライク調査団は１９４７年８月から約半年日本に滞在して実地調査に当た

り、１９４８年２月に報告書を陸軍省に提出した。それは、ポーレー案の前提となっていたいくつかの基本原

則を正面から否定するものであった。すなわち、ポーレーが日本の過剰設備能力を撤去して、アジア近隣諸国

の工業化に寄与させようとしていたのに対し、ストライクは、アジア諸国＝原料提供者、日本＝工業製品供給

者という戦前期のパターンを復活する方が双方の利益になり、また、米国の納税者の負担軽減にもなるという

認識に立ち、日本経済の復興に必要な設備は日本に残置させるよう勧告したのである。その結果、鉄鋼、火力

発電、工作機械、ベアリング、石油精製等重化学工業の主要部門はほとんど撤去の対象から外された。この第

二次ストライク報告は極東委員会諸国やポーレー・グループの反発を招いたが、GHQや日本政府からは好感を

持って迎えられた9。 

しかし、ストライク報告が公表されて３ヶ月もたたないうちに新たにジョンストン報告が発表され、賠償規

模はさらに３分の１に切り下げられることになる。１９４８年３月、陸軍次官のドレーパー（William H. 

Draper, Jr.）少将は、ケミカル・バンク会長のジョンストン（Percy H. Johnston）を団長とする調査団を率

いて来日し、翌月陸軍長官に報告書を提出した。そこでは、賠償撤去の大幅な緩和などを主張していた。加え

てジョンストン使節団には、賠償問題について調査するだけでなく、日本の経済復興に関する問題についても

広く勧告する任務が与えられていたことも特記すべきであろう。ロイヤル演説にも見られるように、１９４８

年という年は米国の占領政策全体が大きく転換していく年であったが、対日賠償の緩和という問題に加えて、

いかに日本経済を復興させるのかという論点が重視されるようになったのである10。このドレーパー＝ジョン

                                                   
6 大蔵省財政史室編『昭和財政史－終戦から講和まで－１ 総説 賠償・終戦処理』（東洋経済新報社、１９８

４年）３５１－３５３頁。 

7 大蔵省財政史室編『昭和財政史－終戦から講和まで－３ アメリカの対日占領政策』（東洋経済新報社、１

９７６年）２５５－２５６頁。 

8 同上、２５７頁。 

9 大蔵省財政史室編『昭和財政史１』３８４－３８８、４０３－４０５頁、大蔵省財政史室編『昭和財政史

３』３５８－３５９頁。  

10 大蔵省財政史室編『昭和財政史１』４０７－４１１頁。なおドレーパー使節団については、ハワ－ド・ショー

ンバーガー著、宮崎章訳『占領１９４５～１９５２ 戦後日本をつくりあげた８人のアメリカ人』（時事通信
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ストン使節団に対する日本側の期待は高く、芦田内閣では「我も我もという調子で商工、農林、運輸等各大臣

が会いに行き」という状況だったという11。 

さて、１９４８年１０月に策定された NSC13/2 によって、米国の対日占領政策が転換したことは述べたが、

この中で関係機関の意見調整が終了せず、先送りになっていたのが賠償問題であった。その後１９４９年５月、

賠償問題に関する米国政府の決定がなされ、NSC13/3 が策定された。この決定により、中間取り立て指令の廃

止や平和目的の生産や工業生産能力を制限しないことなど、ほぼ全面的に従来の陸軍省の主張が認められた。

そしてこの決定の内容が、ただちに極東委員会米国代表のマッコイ（Frank R. McCoy）により、中間賠償撤去

計画の中止を告げる、いわゆるマッコイ声明として公表されることになったのである。そしてこの声明に対し

ては、日本が歓迎したのはもちろんであるが、フィリピンと中国が特に強硬に抗議し、このことがサンフラン

シスコ平和条約にも影響を与えることになる12。 

 

 

賠償方針の緩和も含め、米国の日本への占領政策は大きく転換したが、それがただちに講和の気運の高まり

を意味したわけではない。米国政府全体で、対日講和への政治プロセスが具体的に動き出すのは１９５０年の

ことである。その主な要因は、対日講和をめぐる米政府内部の意見対立に求めることができよう。国務省は早

期の講和を、軍部は早期の講和に反対の立場をとった。 

NSC13/2 で、日本への早期講和論が採用されなかったことは見たとおりだが、それには、日本社会の現状が

共産主義勢力の浸透に脆弱であり、そうした状況が改善されるまでは対日講和を急ぐべきではなく、また時期

が来ればソ連を含めた対日講和、すなわち全面講和の可能性も見通しうるというケナンの判断があった13。 

しかし、１９４９年に国務長官に就任したアチソン（Dean Acheson）はケナンと異なり、たとえソ連の参加

がない場合でも早期に日本との講和を実現すべきと考えていた。むやみに占領を長引かせれば日本国民の反

感を買い、独立後の安定的な日米関係を損なうと考えていたのである。占領が長期化するに伴い、占領軍の頽

廃が進むようになったことで日本人の尊敬を失っている、というわけである。対日占領はすでに日本の非軍国

主義化、民主化という所期の目的を達成し、ピークを越えて「収穫逓減期」に入ったと判断したのであった。

そして、講和条約の内容は苛酷、懲罰的なものであってはならないと考えた。一方マッカーサーは、ソ連が対

日講和交渉に応じる可能性も十分あると認識していたが、アチソンと同様、寛大な条件で早期に対日講和交渉

に臨むべきであると考えていた。９月、アチソンはベビン（Ernest Bevin）英外相に対して対日講和条約を早

期に締結したいとの意向を伝える14。 

このように早期講和の方針に踏み切った国務省に対して、軍部は、占領下において自由に使用可能となって

いる在日米軍基地が、日本が独立することによって失われることを恐れた。対ソ戦略上、これらの基地が不可

欠だと考えていたからである。JCS（Joint Chiefs of Staff）は、１０月の中華人民共和国の成立によって東

南アジアへの脅威が増し、極東における戦略的な環境が急速に悪化していると分析していた。極東地域へのソ

                                                   

社、１９９４年）第６章に詳しい。 

11 「ドレーパー使節団と日本側関係者の会談について」（１９４８年４月）外務省編纂『日本外交文書 サン

フランシスコ平和条約準備対策』（外務省、２００６年）３４７頁。 

12 大蔵省財政史室編『昭和財政史１』４２７－４３６頁 

13 細谷『サンフランシスコ講和への道』４２、５０頁。 

14 同上、５５－５９頁、五十嵐『対日講和と冷戦』１５８－１５９頁。   

３．講和をめぐる米国政府内の対立  
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連の脅威と関連させて日本の安全保障を考え、また、日本の戦略的価値をいかに活用するかという点を重視し

たのである。１２月に JCSが国防長官に提出した報告では、対日講和の条件として、講和後における米軍の沖

縄及び日本本土への駐留継続と、ソ連並びに中華人民共和国が参加する全面講和の締結があげられていた。し

かし、JCS もこれら二つの条件が相互に排他的であることを自覚しており、それを理由に従来通り対日講和の

交渉開始は時期尚早との結論を下したのであった15。 

もっとも、早期講和を求めた国務省にしても、日本の戦略的重要性を自覚していなかったわけではない。そ

れどころか、１９５０年 1 月にアチソンが行った演説では、アリューシャン列島から日本列島へと下り、沖

縄、フィリピンへと至るラインが｢不後退防衛線｣とされ、米国にとって、文字通りそれより南へは引くことが

できない地政学上の重要性を占めていると公言されたのである16。 

つまり、双方とも日本の戦略的重要性を重視していたという点では共通していたが、講和のタイミングにつ

いては共通の認識がなかったのである。むしろ、日本の重要性を認識していたが故に、早期講和に踏み切るこ

とで講和後の日本の親米化を促進すべきか、それとも講和後の在日米軍基地のあり方が不透明な状況では早

期講和には踏み切るべきではないという見解に分かれていたといってよかろう。 

 このように、米国政府内が対日講和問題をめぐって対立している中、講和問題担当の特使として任命され

たのがダレス（John F. Dulles）であった。第一次世界大戦中に国務省入りし、第１次世界大戦後のヴェルサ

イユ講和会議の経験も持つ共和党の長老であったダレスは、超党派外交でもって対日講和を推進しようとし

ていたアチソンに請われて４月に国務省に復帰し、翌月に対日講和問題の担当任務を正式に付与された17。 

 

 

一方、１９４８年を境に米国で対日占領政策が転換したことは、日本政府でも認識されるところになった。

たとえば外務省は、そうした変化を｢急角度に顕著｣ととらえ、米国は対日平和会議早期開催への従来の努力を

ひとまず放棄し、占領政策の範囲内で独自の対日援助政策を進める方針に転じたと考えた。このように、｢平

和条約前に日本を事実上の平和の基礎に置いてゆく方向に｣アメリカの政策が変わったことは、外務省当局者

に占領初期と比べて｢隔世の感｣を抱かせるものであった18。すなわちアメリカの政策転換は、条約は締結され

ていないが、できる限り講和ができたと同じような状態に日本をもっていく。同時に日本に対する経済援助を

強化して、日本の経済復興を援助する。こうして講和を待望している日本人に満足を与えようとするものと認

識された。これが当時、「事実上の講和」や「暫定講和」などといわれたものである19。しかし、事実上の講和

は実際の講和とは異なり限度がある。初期の厳しい占領政策よりは幾分ましになったにせよ､独立と自由を待

                                                   
15 五十嵐『対日講和と冷戦』１５８－１５９頁。 

16 アチソン国務長官｢ナショナル・プレスクラブにおける演説｣（１９５０年１月１２日）大嶽編・解説『戦

後日本防衛問題資料集 第一巻』２３６－２４５頁、石井修『冷戦と日米関係－パートナーシップの形成』

（ジャパンタイムズ、１９８９年）５６－５８頁。 

17 細谷『サンフランシスコ講和への道』１０７－１１０頁。 

18 渡辺昭夫「講和問題と日本の選択」渡辺昭夫・宮里政玄編『サンフランシスコ講和』（東京大学出版会、１

９８６年）３７－３８頁、「対日平和問題の現段階と『事実上の講和』の可能性について」（１９４８年６月

３０日）外務省編纂『サンフランシスコ平和条約準備対策』３５４－３７５頁。 

19 西村熊雄『シリーズ戦後史の証言－占領と講和－⑦ サンフランシスコ平和条約・日米安保条約』（中央

公論新社、１９９９年）２０８頁。 

４．吉田茂のイニシアティブ－池田勇人訪米  
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望する日本人を長く満足させるには至らなかった。それは、「牢獄なき監獄」とでもいいうるものであった20。 

外務省は１９４９年秋頃になると、米英政府内に対日講和条約締結に向けた動きがあることを看取し、多数

講和の可能性とその利害について検討を開始した。多数講和によって早期に独立を回復すべきか、それとも国

際環境の好転を待って、東側陣営も含めた全面講和を追求するのがよいのかという問題である。この検討作業

は１２月までなされたが、結果、多数講和を志向すべきという結論となった。講和条約がたとえ少数の国家と

の間でしか成立しなくとも、米国を中心とする西側自由主義世界との協調が、戦後日本の生存と繁栄を保証す

るとの判断を下したのである21。 

だがこの時点では、外務省は全面講和に発展する可能性を残しつつ、憲法第９条との整合性や反戦、中立志

向の世論の存在、さらには主権国家としての自立性を維持する観点から、実質的には米国による講和後の安全

保障の色彩を、可能な限り中和する方向性を求めていた。この頃の外務省では、ソ連の日本への武力侵攻を警

戒せず、米軍の本土駐留を必要とするような国際情勢が到来しているとは認識していなかったのである。した

がって、できることなら領域内、とりわけ本土への米軍駐留は回避した方がよいという意見の方が多かった。

１９４９年末の外務省は、講和後の日本の安全保障を実質的に米国に依存することが必要と考えながら、具体

的にいかなる措置、方式を選択すべきか提示することはできなかったのである22。  

こうした中、先に述べた米国政府内における対立を解消し、講和への動きを加速させるきっかけを作ったの

は、当時日本の宰相の座にあった吉田茂であった。１９４７年５月から１９４８年１０月までの間、片山哲、

芦田均を首班とする二つの中道連立政権が存在したが、疑獄事件の中で国民の信を失い退陣した。代わって首

相の座に返り咲いたのが民主自由党（民自党）の吉田であった。この第３次吉田政権の発足をめぐっては、吉

田の首相就任を良しとしない GHQ の民政局の策謀によって、同党の山崎猛を首班とする工作が行われたが、最

終的には吉田がマッカーサーの支持を取り付けてこの政治闘争に勝利した23。そして、民主自由党の圧勝に終

わった翌１９４９年１月の総選挙は、吉田に初めて安定基盤をもたらしたのであった。以後、サンフランシス

コ平和条約の締結過程は、日本側では吉田がその舵取りを行うことになる。 

１９５０年４月、吉田は自らの腹心であり、大蔵大臣であった池田勇人を特使としてワシントンに派遣し、

米側にメッセージを伝えさせた。その要点は二つあった。第一は日本が早期講和を希望しているということで

ある。吉田内閣は、もとより多数の国が講和に加わることを望んでいるが、感情的に日本を敵視している国ま

でが参加するまで占領を続けられることは耐えがたい。現在望み得る最善の講和をできるだけ早く獲得する

以外に独立への道はない、と池田は言う。 

そして第二に、講和後における米軍への基地提供について意思表示をしたことである。池田は吉田からの伝

言として以下のように述べた。講和条約ができても、おそらくはそれ以後の日本及びアジア地域の安全保障の

ために、米軍を日本に駐留させる必要があるだろうが、もしアメリカ側からそのような希望を申出にくいなら、

                                                   
20 西村熊雄著、鹿島平和研究所編『日本外交史 ２７ サンフランシスコ平和条約』（鹿島平和研究所出版会、

１９７１年）１６頁。 

21 渡辺「講和問題と日本の選択」４０－４１頁、楠綾子『吉田茂と安全保障政策の形成－日米の構想とその

相互作用 １９４３～１９５２年』（ミネルヴァ書房、２００９年）１６２頁。 

22 楠『吉田茂と安全保障政策の形成』１６３頁。 

23 この山崎首班工作については、升味準之輔『日本政治史４－占領改革、自民党支配』（東京大学出版会、１

９８８年）１２２－１２８頁、五百旗頭真『２０世紀の日本３ 占領期－首相たちの新日本』（読売新聞社、

１９９７年）３５９－３６４頁等を参照。 
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「日本政府としては、日本側からそれをオファするような持ち出し方を研究してもよろしい」24。この吉田の

メッセージは、米側における対日講和をめぐる対立を解消し、早期講和へと向かわせる効果を発揮した。特に、

講和後の米軍駐留に消極的だったマッカーサーに対してであった。この吉田のメッセージを受け、日本政府が

基地提供の意志を持つことが明らかになった以上、マッカーサーとしては、講和後の米軍駐留に反対する明確

な理由はもはや存在しなかった25。 

そして作成されたのが、６月２３日の｢マッカーサー覚書｣である。６月、ダレスと JCS議長のブラッドレー

（Omar N. Bradley）大将、ジョンソン（Louis Johnson）国防長官が相次いで訪日し、マッカーサーは彼らに

講和後の日本の安全保障についての試案を提示した。当初の案では「『日本の安全、安全と正義』を脅かす『無

責任な軍国主義』が世界に存在する限り」、「連合国は日本の諸地点への駐屯を続ける」として、ポツダム宣言

の枠組みを用いて米軍が講和後の日本に駐留することを可能にする方式を提案した。これに対してダレスは、

米軍の駐留が依って立つ法的な枠組みは、敗者に強制したポツダム宣言の文言に置くべきではなく、国連の集

団安全保障に求めるべきと主張した。 

マッカーサーはダレスの提案を受け入れる一方、日本の全領域を防衛作戦のための潜在的基地とみなし、防

衛力を行使する米軍には無制限の行動の自由を保障するなど、基地協定の内容については占領期と同様の自

由裁量権を要求する軍部の主張についても容認した。こうして、講和後の米軍基地のあり方をめぐる米国政府

内の対立は解消していった26。そこに勃発したのが朝鮮戦争だった。 

（次回に続く） 

 

 

 

 

                                                   
24 宮澤喜一『シリーズ戦後史の証言－占領と講和－① 東京－ワシントンの密談』（中央公論社、１９９９

年）５４－５５頁。 

25 楠『吉田茂と安全保障政策の形成』１１７頁。 

26 細谷『サンフランシスコ講和への道』６７－７０頁、楠『吉田茂と安全保障政策の形成』１１７－１１８

頁。 
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